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Ⅰ
法
令
・
通
達
か
ら
読
み
取
る

収
益
認
識
会
計
基
準
に
伴
う

法
人
税
改
正
の
概
要

２
０
１
８
年
３
月
30
日
、
収
益
認
識
会
計
基
準（
企
業
会
計
基
準

29
号「
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、「
本
会
計
基
準
」と

い
う
）お
よ
び
企
業
会
計
基
準
適
用
指
針
30
号「
収
益
認
識
に
関
す

る
会
計
基
準
の
適
用
指
針
」（
以
下
、「
本
適
用
指
針
」と
い
う
））が
公

表
さ
れ
た
。
収
益
認
識
会
計
基
準
は
２
０
２
１
年
４
月
１
日
以
後

開
始
す
る
連
結
会
計
年
度
お
よ
び
事
業
年
度
の
期
首
か
ら
適
用
さ

れ
る（
強
制
適
用
）が
、
２
０
１
８
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
連

結
会
計
年
度
お
よ
び
事
業
年
度
の
期
首
か
ら
適
用
す
る
こ
と
が
で
き

（
早
期
適
用
）、
さ
ら
に
２
０
１
８
年
12
月
31
日
に
終
了
す
る
連
結

会
計
年
度
お
よ
び
事
業
年
度
か
ら
２
０
１
９
年
３
月
30
日
に
終
了

す
る
連
結
会
計
年
度
お
よ
び
事
業
年
度
ま
で
に
お
け
る
年
度
末
に

係
る
連
結
財
務
諸
表
お
よ
び
個
別
財
務
諸
表
か
ら
適
用
す
る
こ
と

が
で
き
る（
早
期
適
用
）。

早
期
適
用
企
業
で
は
、
今
期（
12
月
決
算
法
人
で
は
２
０
１
８
年

１
月
１
日
開
始
事
業
年
度
、
３
月
決
算
法
人
で
は
２
０
１
８
年
４

月
１
日
開
始
事
業
年
度
）よ
り
、
収
益
認
識
会
計
基
準
に
よ
り
作

成
さ
れ
る
決
算
書
を
も
と
に
法
人
税
の
申
告
が
行
わ
れ
る
た
め
、

平
成
30
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
法
人
税
法
で
の
対
応
が
は
か
ら
れ
、

２
０
１
８
年
４
月
１
日
以
後
終
了
事
業
年
度
よ
り
適
用
さ
れ
る（
法

人
税
法
で
の
改
正（
返
品
調
整
引
当
金
の
廃
止
や
長
期
割
賦
販
売
等

の
廃
止
等
）に
平
仄
を
合
わ
せ
、
所
得
税
法
や
消
費
税
法
の
改
正
も

行
わ
れ
て
い
る
）。
ま
た
、
法
人
税
法
の
改
正
に
よ
り
、
収
益
認
識

に
係
る
既
存
の
法
人
税
基
本
通
達
の
構
成
等
、
全
般
的
な
見
直
し

と
な
り
、「
法
人
税
基
本
通
達
等
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
」（
法
令
解
釈

通
達
）の
公
表
、「﹃
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
﹄へ
の
対
応
に
つ

い
て
」、
お
よ
び
収
益
認
識
会
計
基
準
に
沿
っ
て
会
計
処
理
を
行
っ

た
場
合
に
会
計
・
法
人
税
・
消
費
税
の
い
ず
れ
か
の
処
理
が
異
な

る
こ
と
と
な
る
典
型
的
な
ケ
ー
ス
を
示
し
た「
収
益
認
識
会
計
基
準

に
よ
る
場
合
の
取
扱
い
の
例
」が
公
表
さ
れ
た
。
法
人
税
基
本
通
達

に
お
い
て
は
、「
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
」に
お
け
る
収
益
の

計
上
単
位
、
計
上
時
期
お
よ
び
計
上
額
に
つ
い
て「
履
行
義
務
」と

い
う
新
た
な
概
念
を
盛
り
込
ん
だ
形
で
見
直
し
が
行
わ
れ
て
お
り
、

法
人
税
法
で
収
益
の
計
上
時
期
お
よ
び
計
上
額
に
つ
い
て
の
規
定

が
設
け
ら
れ
た
こ
と
等
に
伴
う
取
扱
い
の
整
理
が
さ
れ
て
い
る
。

本
特
集
で
は
、
改
正
法
令
お
よ
び
通
達
を
踏
ま
え
て
、
改
正
の

概
要
と
法
人
の
税
務
処
理
等
へ
の
影
響
を
解
説
す
る
。

法
人
税
法
22
条
の
２

の
新
設

法
人
税
法
22
条
は「
各
事
業
年
度
の
所

得
の
金
額
の
計
算
の
通
則
」と
し
て
お
か

れ
て
お
り
、法
人
の
所
得
の
意
義（
1
項
）、

益
金
お
よ
び
損
金
の
意
義（
２
項
、3
項
）、

益
金
お
よ
び
損
金
の
額
と
公
正
処
理
基
準

（
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
会
計

処
理
の
基
準
）（
４
項
）、
資
本
等
取
引
の

意
義（
５
項
）の
規
定
を
含
む
も
の
で
あ

る
。
平
成
30
年
度
の
改
正
に
よ
り
、
22
条

２
項
の
規
定
を
受
け
て
、
法
人
税
に
お
け

る
資
産
の
販
売
等
に
係
る
収
益
の
額
の
通

則
と
し
て
、22
条
の
2
が
設
け
ら
れ
た（
図

表
１
）。

⑴
　
公
正
処
理
基
準
と
法
人
所
得

法
人
税
法
22
条
４
項
で
は
、
益
金
ま
た

は
損
金
が
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ

る
会
計
処
理
の
基
準
に
従
っ
て
計
算
さ
れ

る
こ
と
を
規
定
し
た
も
の
で
、
一
般
的
に

「
公
正
処
理
基
準
」と
い
わ
れ
、
法
人
税
法

上
の
収
益
の
額
は
企
業
会
計
の
基
準
に
準

拠
し
て
計
算
さ
れ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し

た
も
の
で
あ
る
。

公
正
処
理
基
準
に
よ
り
計
算
さ
れ
た
会

計
上
の
収
益
の
額
は
、
別
段
の
定
め
が
あ

る
も
の
を
除
き
、
当
該
事
業
年
度
の
所
得

と
し
て
法
人
税
法
の
益
金
ま
た
は
損
金
に

算
入
さ
れ
る（
旧
法
法
22
②
③
）。
改
正
に

よ
り
、法
人
税
法
22
条
４
項
に
つ
い
て
も
、

「
別
段
の
定
め
」の
文
言
が
加
え
ら
れ
た

が
、
２
項
、
３
項
の
規
定
に
あ
わ
せ
る
も

の
で
22
条
の
解
釈
に
変
更
を
与
え
る
も
の

で
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

⑵
　
22
条
の
別
段
の
定
め

「
別
段
の
定
め
」は
、
次
の
４
つ
に
区
別

し
て
、
整
理
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

①
　
会
計
処
理
の
基
準
を
所
得
計
算
上
は

修
正
す
る
も
の（
資
産
の
評
価
益
の
益
金

不
算
入
、
資
産
の
評
価
損
の
損
金
不
算

入
、役
員
賞
与
の
損
金
不
算
入
、法
人
税
・


